
 

 

２  推定組織率の推移   

  組合の推定組織率※1は 17.9％となり、前年に比べ 0.2ポイント減少した。 

                        ※1 推定組織率の算出方法については、2ページ「4 推定組織率」を参照 

大 阪 府

推　定

伸び率 雇 用 者 数

毎６月

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ

昭和６０年 4,301 106.1% － － 375 1,241.8 109.0 28.9 29.0 -

６１年 4,383 100.0% 4,455 381 381 1,234.3 109.0 28.2 28.6 28.6

６２年 4,448 101.5% － － 387 1,227.2 107.5 27.6 27.8 -

６３年 4,565 104.2% － － 397 1,222.7 106.6 26.8 26.9 -

平成元年 4,721 107.7% － － 410 1,222.7 105.2 25.9 25.6 -

２年 4,875 111.2% － － 424 1,226.5 105.6 25.2 24.9 -

３年 5,062 100.0% 5,084 433 433 1,239.7 106.3 24.5 24.5 24.5

４年 5,139 101.5% － － 440 1,254.1 106.2 24.4 24.2 -

５年 5,233 103.4% － － 448 1,266.3 106.1 24.2 23.7 -

６年 5,279 104.3% － － 452 1,269.9 106.5 24.1 23.6 -

７年 5,309 104.9% － － 454 1,261.4 106.0 23.8 23.3 -

８年 5,367 100.0% 5,379 448 448 1,245.1 104.4 23.2 23.3 23.3

９年 5,435 101.3% － － 454 1,228.5 103.0 22.6 22.7 －

１０年 5,391 100.4% － － 450 1,209.3 101.0 22.4 22.4 －

１１年 5,321 99.1% － － 444 1,182.5 98.3 22.2 22.1 －

１２年 5,379 100.2% － － 449 1,153.9 95.0 21.5 21.2 －

１３年 5,413 100.0% 5,198 414 414 1,121.2 90.8 20.7 21.9 21.9

１４年 5,348 98.8% － － 409 1,080.1 86.8 20.2 21.2 －

１５年 5,373 99.3% － － 411 1,053.1 83.9 19.6 20.4 －

１６年 5,371 99.2% － － 411 1,030.9 81.9 19.2 19.9 －

１７年 5,416 100.1% － － 414 1,013.8 80.2 18.7 19.4 －

１８年 5,517 100.0% 5,123 389 389 1,004.1 78.3 18.2 20.1 20.1

１９年 5,565 100.9% － － 392 1,008.0 78.7 18.1 20.1 －

２０年 5,565 100.9% － － 392 1,006.5 77.3 18.1 19.7 －

２１年 5,455 100.0% 5,209 406 406 1,007.8 77.2 18.5 19.0 19.0

２２年 5,447 99.9% － － 406 1,005.4 76.2 18.5 18.8 －

２３年 5,505 100.9% － － 410 996.1 76.5 ※２　 18.4 18.7 －

２４年 5,528 101.3% － － 411 989.2 76.0 17.9 18.5 －

２５年 5,571 102.1% － － 415 987.5 75.9 17.7 18.3 －

２６年 ※３  5,617 100.0% 5,294 405 405 984.9 74.4 17.5 18.4 18.4

２７年 5,665 100.9% － － 409 988.2 74.9 17.4 18.3 －

２８年 5,740 102.2% － － 414 994.0 75.4 17.3 18.2 －

２９年 5,848 103.8% － － 420 998.1 74.7 17.1 17.8 －

３０年 5,940 105.4% － － 427 1,007.0 74.2 17.0 17.4 －

令和元年 6,023 106.9% － － 433 1,008.8 73.8 16.7 17.0 －

２年 5,929 105.2% － － 426 1,011.5 73.8 17.1 17.3 －

３年 5,980 100.0% ※４  5,073 398 398 1,007.8 73.2 16.9 18.4 18.4

４年 6,048 101.1% － － 402 999.2 72.7 16.5 18.1 －

５年 6,109 102.2% － － 407 993.8 72.7 16.3 17.9 －
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令和３年以降は「経済サンセス・活動調査総務省統計局」を基準にした伸び率

Ｃ 平成20年以前は「事業所・企業統計調査」、平成21年から令和２年までは「経済センサス・基礎調査」、

令和３年以降は「経済サンセス・活動調査」の結果。

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ、Ｈ

Ｉ

※３ 平成29年１月に「労働力調査」の基準人口の切替があり、平成26年６月の雇用者数は、5,617万人から5,635万人にギャップ修正が行われたため、

平成29年以降は平成26年6月の雇用者数を5,635万人としてＢの伸び率を算出している。

※４ Ｄについて、令和４年調査までは平成26年「経済センサス・基礎調査」の結果に労働力調査の伸び率をかけることで

大阪府推定雇用者数を算出していたが、令和５年６月に令和３年「経済センサス・活動調査」における同年の確定値が公表されたため、

令和３年及び同４年の大阪府推定雇用者数のギャップ修正を行うとともに、大阪府の推定組織率も修正した。

推定組織率は、組合員数を雇用者数で除した百分比　全国：E/A   大阪府：F/D

平成20年以前は「事業所・企業統計調査総務省統計局」実施年５年毎を基準にした伸び率

労　働　力　調　査 組　合　員　数経済センサス･活動調査

大阪府人数

「労働力調査」総務省統計局の各年６月の数値

各年６月現在

全　　国 大阪府

令和３年以降は「経済サンセス・活動調査」の結果が確定した後に算出した修正値F/C

　　　　　　　         　　　 　％　　    

推定組織率
区
　
　

　
分

平成20年以前は「事業所・企業統計調査」、平成21年から令和２年までは「経済センサス・基礎調査」、

但し、平成23年における全国の推定組織率【※２】は、東日本大震災の被災３県岩手、宮城、福島を除いた参考値

平成21年から令和２年までは「経済センサス・基礎調査総務省統計局」を基準にした伸び率

Ｃ×Ｂの数値Ｃの記載がない年は、当年からみて直近のＣの値を適用。

「労働組合基礎調査」厚生労働省の単一労働組合集計数値各年６月現在。小数点以下第二位を四捨五入。

但し、平成23年は東日本大震災の影響により、被災３県岩手、宮城、福島を含む調査が再開された同年11月の数値を用いた。

人数単位：万人

全　国

「労働組合基礎調査」大阪府内の単位及び単位扱い組合の府内集計数値各年６月現在。小数点以下第二位を四捨五入。

全国人数 全国人数 大阪府

役員を含む雇用者
役員、臨時雇用者
を除く常用雇用者

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


